






Type Thesis or Dissertation
Textversionnone
Kyoto University
氏 名 宮 村 篤 典)
みや むら あっ のり
学 位 の 種 類 工 学 博 士
学 位 記 番 号 論 工 博 第 480号
学位授与の日付 昭 和 47年 1月 24日
学位授与の要件 学 位 規 則 第 5粂 第 2項 該 当
学位論文題目 鋼構造物の弾塑性安定問題と設計方式に関する研究
(主 査)
論 文調査 委員 教 授 若 林 実 教 授 横 尾 義 貫 教 授 石 崎 磯 雄









第2章では先ず任意の応力度- ひずみ度関係をもつ任意断面の曲げモーメント- 曲率- 軸力関係を定め
る基礎式を導き, 次いで鋼の応力度- ひずみ度関係を完全弾塑性一直線硬化域をもつとして典型的断面で







を適用して初期不整 (元擁み, 元偏心, 残留応力) を含む beam-columnの安定限界を求め, 骨組の塑性
設計方式に用い易いような形にまとめている｡ 別に数値積分による厳密解との比較を行い, この塑性設計
式が十分正確であることを検証しているo さらに, かように導かれたbeam-columnの塑性設計公式はい
ずれもこの部材の弾性座屈荷重 (PE)の関数で表現され, 弾性座屈荷重と存在軸力 (P)との比 P/PEが
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非弾性不安定現象の評価に関する尺度因子となりうることを指摘し, このことから部材の集合系である骨
組全体の非弾性不安定現象でも, この系のもつ弾性座屈荷重 P/PE をパラメ- タ一に整理できることを
推察している｡
第4章では長方形骨組系の最低次弾性座屈荷重の近似値を比較的迅速に求める手法について述べてい
る｡ これは, 骨組系を一種の等価弾性棒に置換して, 各部変形量を C.Klouとekの提案した変形分配法に
よって求め, これによる内外エネルギーの釣合を見るという手法によるものである｡
第5章では, 対称骨組に初期曲げが発生するような対称鉛直荷重系が働 く場合の塑性座屈荷重について
述べている｡ すなわち, 鉛直荷重の増大につれ骨組各部に塑性域が進展すれば, 水平方向に対する剛性が
低下し分岐現象を皇するが, これは骨組の塑性座屈荷重と解され, 過荷重時に対する設計の立場から重要
である｡
第6章では, 鉛直荷重系 (W)と水平荷重系 (班)とをうけるいわゆる組合せ荷重下の骨組の弾塑性挙
動について論じているO この組合せ荷重系は比例荷重 (H /W 一比が一定値のもとに漸増する) と鉛直荷重
一定, 漸増水平荷重とに分けられるが, 前者の場合 H /W ｣ 七が零に近づけば先に述べた分岐現象に近づ
くと考えられる｡ ここでは, 数値解析結果よりこの傾向を論ずると共に, H /W -比が増せば骨組のもつ弾
性座屈荷重比 P/PE をパラメーターに整理できることを示している｡ 後者の鉛直荷重一定, 水平荷重漸
増の場合にも P/PE -比により非弾性不安定現象が整理されることを述べている｡ またこの荷重系を対象
とした骨組の弾塑性解析に関する電子計算機プログラムの概要を説明している｡
第 7 章では典型的な構造用鋼材 SS 41 ならびに高張力鋼を抽象する二種の応力度- ひずみ度関係 (完
全弾塑性- 直線ひずみ硬化域) を想定し, 基本的な cantileverbeam-columnを対象に, 塑性特性を最大
モーメント点に集約させることにより, ひずみ硬化の不安定現象に与える効果を定量的に評価している｡




する基準に選ぶ｡ 次に安定限界時の層間変位比を仮定すれば, 与えられた係数倍荷重系 (過荷重および組
合せ荷重) に対し, 鉛直荷重のなす付力曲げも含めた第一次設計を行うことができる｡ 得られた部材断面
































定, 水平荷重漸増の場合について, 弾塑性増分擁角基本式を用いて求める方法を示し, この方法によって
求めた種々の門型骨組の耐力と, 一般化した Rankine公式による値とを比較し, 一般に Rankine公式
が安全側すぎる値を与えるといわれているが, 危険側の誤差を与える場合もあることを指摘した｡
8. 鋼材のひずみ硬化が不安定現象に及ぼす影響について検討し, 座屈荷重 P/PEが大きくなるに従
い, ひずみ硬化による耐力の高まりが小さくなること, 安定限界における変形量はひずみ硬化が大きい程
大きいが, P/PEが大きくなるとほぼ一定になり, したがって P/PE>0.1 の場合には, ひずみ硬化によ
って必ずしも安定限界点に閑し有利となるとは限らないことを指摘した｡
9.以上の解析結果から帰納した比較的簡単な高層骨組の塑性設計法に関する一方法を提案し, この方
法で設計した骨組が崩壊に至るまでの弾塑性性状を調べ, この方法の妥当性を検証した｡
以上を要するに本論文は, 塑性化された骨組の分岐問題ならびに不安定現象に対して多くの知見を加え
るとともに, 高層骨組の塑性設計に対する新しい方法を提案したものであり, 学術上また実際上寄与する
ところが少くない｡ よって, 本論文は工学博士の学位論文として価値あるものと認める｡
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